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１. 15年 9月中間期の連結業績（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 9月 30日）

(1)連結経営成績 （注）金額は百万円未満を切捨てて表示してあります。

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

15年 9月中間期 66,764 4.5 3,339 13.9 3,422 19.8
14年 9月中間期 63,881 △ 2.5 2,932 6.5 2,856 9.8
15年 3月期 136,309 7,150 7,028

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間 潜在株式調整後１株当

( 当 期 ） 純 利 益 たり中間(当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

15年 9月中間期 1,925 12.4 9.51 9.00
14年 9月中間期 1,712 44.0 8.28 7.88
15年 3月期 2,308 10.91 10.46
(注)①持分法投資損益    15年 9月中間期          201 百万円   14年 9月中間期          207 百万円   15年 3月期          351 百万円

     ②期中平均株式数（連結）　15年 9月中間期   202,523,927 株　　14年 9月中間期   206,850,677 株　　15年 3月期   205,025,605 株

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

15年 9月中間期 183,370 68,058 37.1 339.02
14年 9月中間期 176,408 65,070 36.9 318.61
15年 3月期 177,833 63,907 35.9 314.73
(注)期末発行済株式数（連結）　15年 9月中間期   200,753,270 株　　14年 9月中間期   204,231,214 株　　15年 3月期   202,824,712 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高
百万円 百万円 百万円 百万円

15年 9月中間期 1,206 △ 2,154 △ 3,633 10,704
14年 9月中間期 2,691 △ 803 △ 4,477 11,022
15年 3月期 10,746 △ 2,551 △ 6,587 15,239

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項

    連結子会社数  26　社   持分法適用非連結子会社数　11　社   持分法適用関連会社数　5　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況

    連結（新規）0　社  （除外）0　社   持分法（新規）0　社  （除外）　0　社

２. 16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 140,000 7,600 4,100
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   20 円 42 銭 

※　業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、
　　実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。
　　上記業績予想に関連する事項につきましては、連結添付資料の８ページをご参照ください。
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１．企業集団の状況 
 

当社企業集団は、当社ならびに子会社３７ 社（内 在外１１ 社）、関連会社２５社（内 在外３社）で構成

され、油脂製品、化成製品、火薬・加工品等の製造販売を主な事業内容とし、その他塗料、物流及び不動産等

の事業活動を展開しております。 

日本油脂グループ各社の事業に関わる位置付け及び事業の種類別セグメントは、次のとおりであります。 

 

（１）油脂製品事業 

 

脂肪酸、脂肪酸誘導体、界面活性剤、食用加工油脂、健康関連食品等から構成される油脂製品は当社が製

造し、販売を行っているほか、日油商事（株）、油化産業（株）及びニチユソリューション（株）は国内で、

エヌ・オー・エフ・ヨーロッパ（ベルギー）ＮＶはヨーロッパで、当社製品の販売を行っております。 

また、日油工業（株）は金属油剤を製造し、油化産業（株）が販売を行っております。 

 

（２）化成製品事業 

 

化成製品は有機過酸化物、ポリブテン、エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘導体、特殊防錆処

理剤、機能性ポリマー、反射防止フィルム等から構成されております。特殊防錆処理剤を除く化成製品は、

当社が製造し、販売を行っており、かつ日油商事（株）は国内でこれら製品の販売を行っております。また、

ＰＴ.エヌ・オー・エフ・マス・ケミカル・インダストリーズはインドネシアにおいて有機過酸化物を製造

し、インドネシア国内は同社が、その他の地域は当社が販売を行っております。特殊防錆処理剤は（株）日

本ダクロシャムロックが日本国内、メタルコーティングスインターナショナルＩｎｃ．が米国、ダクラール

ＳＡがフランスで、それぞれ特殊防錆処理剤を製造し、販売を行っております。 

 

（３）火薬・加工品事業 

 

火薬・加工品は産業用爆薬、無煙火薬、推進薬、自動車用安全部品、金属加工品等から構成されます。産

業用爆薬は、当社、日本工機（株）、北海道日本油脂（株）が製造し、（株）ジャペックスが販売を行ってお

ります。 

無煙火薬、推進薬他は当社が製造し、販売を行っているほか、日本工機（株）、日油技研工業（株）も独

自に製造し、販売を行っております。 

日本工機（株）、日油技研工業（株）、昭和金属工業（株）、日邦工業（株）及び北海道日本油脂（株）は各

種火工品、金属加工品を製造し、販売を行い、日武産業（株）は当社製品の出荷・荷役業務を行っておりま

す。 

昭和金属工業（株）は、シートベルト関連の自動車用安全部品を製造し、（株）パイロセーフティデバイス

がその販売を行っております。（株）オートリブニチユは、エアバッグ関連の自動車用安全部品を製造し、

販売を行っております。 

また、（株）タセトは金属加工品の販売を行っております。 
 

（４）その他事業 

 

その他の事業として、日油サービス（株）は主に当社製品の運送業務を行っており、日油商事（株）及び

ニチユエステート（株）は不動産業務を行っております。 

また、日本油脂ＢＡＳＦコーティングス（株）は、塗料の製造・販売を行っております。 
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 以上の企業集団について事業の系統図を示すと次のとおりであります。      

    

得    意    先  
           

   製品及び  製     製品及び    
   サービス  品     サービス 
        
        

   子 会 社       子 会 社  

 ＊日油商事㈱ 各種製品の販売及び 各種製品  火薬･加工品 ＊日本工機㈱ 各種火工品、金属加工品、 

  不動産管理他     自動車用安全部品の製造販売 

      ＊日油技研工業㈱ 化学品、火工品、機器類の 

       製造販売     

      ＊昭和金属工業㈱ 各種火工品、金属加工品、 

   子 会 社      自動車用安全部品の製造販売 

 ＊油化産業㈱ 脂肪酸、界面活性剤等の 油脂製品  ＊日邦工業㈱ 各種装弾、金属加工品の 

  販売  
日 

  製造販売 

 ＊日油工業㈱ 金属油剤、界面活性剤等    ＊北海道日本油脂㈱ 爆薬、火工品の製造販売 
  の製造販売     

 ＊ニチユソリューション㈱ 飼料用油脂、製紙用薬剤   ＊日武産業㈱ 各種製品の出荷、荷役業務 

  等添加物の製造販売  

本 

  等の請負 

 ＊NOF EUROPE ﾍﾞﾙｷﾞｰでの油脂製品等   ＊㈱ｼﾞｬﾍﾟｯｸｽ  
     (Ｂｅｌgｉｕｍ) NV の販売  

油 
  火薬、加工品、自動車用安全 

  その他の子会社 2社     ＊㈱ﾊﾟｲﾛｾｰﾌﾃｨﾃﾞﾊﾞｲｽ 部品等の販売 
  日本ｴﾑ･ﾃｨ･ｴｽ㈱他 油脂製品等の販売     

 関連会社 9社   
脂 

 ＊㈱カクタス 機器類、加工品等の販売 

 ○ﾆｯｻﾝ石鹸㈱       

 ○PT.SINAR OLEOCHEMI 油脂製品等の製造販売    その他の子会社 4社  
     CAL INTERNATIONAL   

 
 日本発破㈱他 火薬、加工品、自動車用安全 

   千葉脂肪酸㈱他     関連会社 4社 部品等の製造販売及び付随 

    
株 

 ○㈱ｵｰﾄﾘﾌﾞﾆﾁﾕ 出荷業務 
        ﾆｯｻﾝﾐﾛｸ㈱他  

   子 会 社      

 ＊PT.NOF MAS CHEMICAL ｲﾝﾄﾞﾈｼｱでの有機過酸化  
式 

    金属・  
      INDUSTRIES 物の製造販売 化成製品     加工品  

 ＊㈱日本ﾀﾞｸﾛｼｬﾑﾛｯｸ 特殊防錆処理剤の製造      子 会 社   

  販売  
会 

 ＊㈱タセト 金属加工品の販売 

 ＊METAL COATINGS 米国での特殊防錆処理      

      INTERNATIONAL INC.  剤の製造販売    関連会社 1社 金属加工品の製造販売 

 ＊MICHIGAN METAL  米国での自動車用部品  
社 

  神鋼タセト㈱  

      COATINGS CO. 等の防錆加工      

 ＊GEORGIA METAL        

      COATINGS CO.    その他   子 会 社   

 ＊METAL COATINGS BRAZIL ブラジルでの特殊防錆    ＊日油サービス㈱ 各種製品の運送業務他 

      IND.E.COM.LTDA. 処理剤の製造販売      

 ＊DACRAL S.A. フランスでの特殊防錆      
  処理剤の製造販売       その他 

 ＊DACRAL  ﾍﾞﾙｷﾞｰでの特殊防錆処理      子 会 社   

     MANUFACTURING 剤の製造    ＊ニチユエステート㈱ 不動産の売買、賃貸他  

 ＊U.S.PAINT CORPORATION 自動車用部品等の防錆       

  加工及び化成製品等の     その他の子会社 3社 各種製品及びサービス等の  

  その他の子会社 2社 製造販売      ㈱ニチユテクノ他 販売  

  KOREA SHAMROCK CO.他      関連会社 7社  

  関連会社 4社     ○日本油脂BASF 塗料製品の製造販売他 
 ○ナゴヤダクロ㈱            ｺｰﾃｨﾝｸﾞｽ㈱  
   日油ﾘﾎﾟｿｰﾑ他       ﾆﾁﾕ関西ﾏﾘﾝ  

          ｺｰﾃｨﾝｸﾞｽ㈱他  

       
        (注)１．＊印は連結子会社です。 

             連結子会社数は  26社です。 
          ２．○印は持分法適用会社です。 
             持分法適用会社は 5社です。 
          ３．日油技研工業(株)は半期報告書を提出しております。  
          ４．日本油業(株)は平成15年4月に油化産業(株)と合併いたしました。 
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２ ．経営方針 
 
（１）経営の基本方針 

日本油脂グループは、「バイオから宇宙まで幅広い分野で、新しい価値を創造し、人と社会に貢献する」

ことを経営理念としております。具体的には、「環境との調和」および「製品と事業活動における安全」を
前提として「総合力を発揮し、未来を拓く先端技術と優れた商品を開発」し、「カスタマーニーズに応えた

最高の品質とサービスのグローバルな提供」により「適切な利益水準を維持」し、株主、社員、取引先、地

域社会などのステークホルダーに「公正に還元」してまいります。 

また、社員に挑戦と成長を求め、「意欲ある挑戦を支援する」こと等により、事業の継続的な発展を目指
しております。 

 

（２）利益配分に関する基本方針 

株主の皆様に対する利益還元を経営の重要課題と認識し、配当額の維持向上に努めてまいります。 
内部留保につきましては、将来の株主利益確保のため、設備投資、研究開発投資及び財務体質の充実などに

あてております。今後とも、収益基盤を強化し、株主資本利益率（ＲＯＥ）の向上を図ってまいります。 

 

（３）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等 
当社は、株式市場において適正な株価が形成されるためには、株式の流動性が確保されることが必要であ

ると考えております。現状の当社株式の流動性は確保されていると見ていますが、投資単位の引下げについ

ては、今後の市場の動向や要請なども勘案して、株主利益の視点で検討を続けてまいります。 

 
（４）目標とする経営指標 

経営の主たる指標については、株主重視の視点、個別事業における業績管理など経営効率の評価基準とし

て、ＲＯＥと売上高経常利益率を活用しております。 

   
（５）中長期的な会社の経営戦略 

企業を取り巻く事業環境は、今後ますます激しく、厳しく、かつ急速に変化するものと予測されます。 

日本油脂グループは、このような事業環境の変化を事業の体質強化もしくは成長の好機ととらえ、連結経

営の目標と施策を明確にし、経営効率の一層の向上を図るため、グループ関係会社を含む｢２００４中期経
営計画｣を平成１４年４月からスタートさせました。２００４中期経営計画において、、油化、化成、化薬、

食品の基幹事業については、グループ関係会社を含めた事業の整理統合・再編、高付加価値化製品の拡販、

コストダウンのあくなき追求、販売体制の強化など収益基盤を強化いたします。一方、ライフサイエンス事

業、電材事業、ＤＤＳ事業などの新規開発事業については、市場開発・研究開発体制の強化、生産設備の新
設など経営資源を重点的に投入し、早急に基幹事業に育成してまいります。 

 
（６）会社の対処すべき課題 
わが国の経済は、米国景気の回復や設備投資の増加など緩やかな景気回復が期待されておりますが、油脂

原料の反騰、デフレ経済が招く価格競争の激化など、当社を取り巻く事業環境は依然として厳しい状況が続

くものと予想されます。 
日本油脂グループは、このような厳しい事業環境の下、｢２００４中期経営計画｣に掲げました基幹事業の収

益基盤の強化と新規開発事業の早期育成を最優先課題として取り組んでまいります。加えて、引き続き間接

部門の効率化、情報システムの高度化など経営効率向上策を推進してまいります。以上のような諸施策をは

じめとして、今後さらなる事業革新を進め、国際競争力のある強靭な企業体質を築いてまいります。 
 

（７）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 
当社は経営環境の変化と企業間競争の激化に的確に対応するため、経営判断の迅速化を図るとともに、透

明性確保の観点から経営のチェック機能強化を重要な課題と認識しております。取締役会は法令で定められ

た事項や経営の基本方針、その他経営に関する重要事項を決定するとともに業務執行状況を監督する機関と

位置付けられております。一方、会長・社長以下全取締役及び監査役が出席する経営審議会・部長会を開催
し、事業環境の分析、利益計画の進捗状況など情報の共有化、コンプライアンスの徹底を図り、経営判断に

反映させております。 
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取締役会 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 
当社は社外取締役を選任しておりませんが、監査役制度のもと、監査役4名のうち2名は社外監査役を選任

しており、経営の監督機能の充実に努めております。なお、当社は監督と執行の分離を進めていく方針に基

づき既に執行役員制を導入いたしております。 

このほか、企業活動における法令遵守、公正性、倫理性を確保するための各種活動を定常的に行っておりま
すが、法令遵守と倫理に基づく行動をより徹底するため、倫理行動規範を制定するとともに倫理委員会を設

置いたしております。 

 

 

当社のコーポレート・ガバナンス体制及び内部統制体制の模式図は次の通りです。 

 

 

                      選任・解任               選任・解任   

           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
社外監査役と当社との取引関係はありません。また、会計監査人である監査法人及びその関与社員と当社

の間には、特別の利害関係はなく、また、監査法人は自主的に当社監査に従事する関与社員については、一
定期間以上、当社の会計監査に関与しない措置をとっております。当社と監査法人の間では、商法監査と証

券取引法監査について、監査契約書を締結し、それにもとづき報酬を支払っております。 

当社は、企業経営及び日常の業務に関して、必要の都度、弁護士などの複数の専門家から経営判断上の参

考とするためのアドバイスを受ける体制をとっております。 

社

外

弁

護

士

等

株  主  総  会 

代表取締役 

執行役員 

事業部門 

スタッフ部門 

監査役会 

社内監査役 

社外監査役 

会計監査人 

（監査法人） 

助言 

業務監査・会計監査 

監督 

業務執行 

会計監査 

倫理委員会 
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３ ．経営成績及び財政状態 
 

（１）当中間期の概況 

 １）当中間期の業績全般の概況 

（単位：百万円、％） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

当中間期 ６６，７６４ ３，３３９ ３，４２２ １，９２５ 

前中間期 ６３，８８１ ２，９３２ ２，８５６ １，７１２ 

増減率 ４．５ １３．９ １９．８ １２．４ 

 

わが国経済は、輸出および設備投資の増加を足がかりに、企業収益の改善と株価上昇を受け、緩やかな底

離れが期待されております。しかしながら、デフレの出口はなお遠く円高の進行もあり今後の経済動向は予
断を許さない状況にあります。 

 当上半期における当社グループを取り巻く事業環境は、一部需要先に好転の兆しが見られるものの、国内

外における企業間競争は更に激化し依然として厳しい状況下にありました。 

 このような状況のもと、当社は引き続き「２００４中期経営計画」を指針とし、事業の体質強化を図るた
め、基幹事業については、高付加価値製品の拡販、コストダウン、販売体制の強化を行い収益基盤の強化に

努めてまいりました。また、食品事業の基盤強化に向け新工場の建設を進めております。新工場は、食品の

安全と安心を基本理念に最新の生産技術を取り入れた効率的な一貫製造工場であります。２００４年上期か

らの本格稼動に向け生産体制の確立、品質管理の強化に努めてまいります。 
新規開発事業については、研究開発体制の強化、生産設備の増強を行い，事業基盤の確立に向け市場開拓に

積極的に取り組んでまいりました。 

スタッフ部門についても、経理業務の効率化やＩＴシステム化など経営効率の向上施策を進めてまいりま

した。 
以上のような経営努力を積み重ねてまいりました結果、売上高は、６６，７６４百万円と前年同期比４．

５％の増収となりました。 

一方、損益面につきましては、高付加価値化製品の市場投入、拡販、原材料費・経費等の削減などを推進

したことにより、営業利益は、３，３３９百万円と前年同期比１３．９％の増益、経常利益は、３，４２２
百万円と前年同期比１９．８％の増益となりました。また、中間純利益は、１，９２５百万円となり、前年

同期比１２．４％の増益となりました。 

なお、中間配当金につきましては、前年と同額の１株につき３円とさせていただきたいと考えております。 

 
 

２）当中間期の財政状態 

（単位：百万円） 

 当 中 間 期 前 中 間 期 増 減 

営業活動によるキャッシュ・フロー １，２０６ ２，６９１ △１，４８５ 

投資活動によるキャッシュ・フロー △２，１５４ △８０３ △１，３５１ 

財務活動によるキャッシュ・フロー △３，６３３ △４，４７７ ８４３ 

換算差額 ４７ △１２６ １７４ 

新規連結に伴う増加額 － ６１ △６１ 

連結除外に伴う減少額 － △５０ ５０ 

増減 △４，５３５ △２，７０３ △１，８３１ 

現金及び現金同等物期末残高 １０，７０４ １１，０２２ △３１７ 

 

当中間期の現金及び現金同等物（以下、｢資金｣という）は、営業活動による資金の増加が固定資産の取得
等の投資活動による資金の減少と長期借入金の返済等の財務活動による資金の減少より下回り、前期末に比

べ４，５３５百万円減少し、１０，７０４百万円となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、運転資金の増加１，３７９百万円等により、前中間期に比べ１，

４８５百万円の減少となりました。 
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投資活動によるキャッシュ・フローは、固定資産の売却による収入７５６百万円の増加もありましたが、

設備投資の増加、営業譲渡による収入１，５４８百万円の減少等により、前中間期に比べ１，３５１百万円
の減少となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長・短借入金の借入等の減少６，７８９百万円、転換社債の償還

による支出７，６４６百万円の減少等により、前中間期に比べ８４３百万円の増加となりました。 

なお、キャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりです。 
 
 

 平成13年3月期 平成14年3月期 平成15年3月期 当中間期 

自己資本比率(%) ３４．０ ３６．５ ３５．９ ３７．１ 

時価ﾍﾞｰｽの自己資本比率(%) ３０．８ ３０．０ ３８．３ ４７．７ 

債務償還年数(年) １２．３ １５．０ ５．５ － 

ｲﾝﾀﾚｽﾄ･ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ･ﾚｼｵ ３．９ ４．５ １４．７ ３．５ 

 

（注）自己資本比率：自己資本／総資産 
     時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

     債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ･フロー（中間期は記載しておりません） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ･フロー／利払い 

１．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 
２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数（自己株式控除後）により算出してお 

  ります。 

３．キャッシュ･フローは、営業キャッシュ･フローを使用しております。有利子負債は連結貸借 

  対照表に計上されている社債、転換社債及び借入金の合計額を対象としております。また、 
  利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 
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３）当中間期の主な部門別の概況 

  (事業別業績)                                 （単位：百万円） 

油脂製品 化成製品 火薬・加工品 その他  

 売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 売上高 営業利益 

当中間期 ２６,２７０ ６７１ ２４,１１７ ２,２７１ １５,５４８ ４１５ ８２６ △２２ 

前中間期 ２５,６５１ ８６５ ２２,０７８ １,５５２ １５,１８１ ３６８ ９６９ １３５ 

増減 ６１８ △１９３ ２,０３９ ７１９ ３６７ ４６ △１４２ △１５８ 

 

①油脂製品事業 
 

脂肪酸は、ステアリン酸などの拡販に努め、脂肪酸誘導体は、関連需要業界である合成樹脂業界、化粧品

業界が比較的好調であり、新製品のトナー用特殊ワックスなどを始め全般的に売上を伸ばしました。 

 食用加工油脂は、関連需要業界における消費者の低価格志向や販売競争の激化により厳しい状況下にあり
ましたが、機能性を付与したマーガリンの出荷が製パン分野を中心に順調に推移し、健康関連製品も独自技

術による差別化素材と新製品投入により、いずれも売上は増加しました。 

油脂製品事業の売上高は、２６，２７０百万円と前年同期比６１８百万円の増収となりました。営業利益

は、競合による販売価格の下落、油脂原料価格の反騰などにより６７１百万円となり、前年同期比１９３百
万円の減益となりました。 

 

②化成製品事業 

 
有機過酸化物は、関連需要業界の生産増により、機能性ポリマー製品は、自動車関連、ＩＴ関連が比較的

好調であったため、また、反射防止フィルムは、プラズマディスプレイパネルなどの大型薄型画面テレビが

市場を拡大したことにより、いずれも売上は増加しました。 

 生体適合素材であるＭＰＣ関連製品は、コンタクトレンズ洗浄保存液の販売が好調に推移し、化粧品原料
用途としても市場から評価を受け、売上は増加しました。 

 電材事業については、液晶表示用カラーフィルター関連材料を始めとする電子材料の市場開拓を推し進め

ました。 

 ＤＤＳ事業については、当社独自の合成・精製技術を駆使した原薬修飾用のポリエチレングリコール誘導
体がインターフェロン市場で評価され、当社製品を原料とした製品が米国において販売されるなど、売上は

順調に推移いたしました。 

 特殊防錆処理剤・防錆加工事業については、需要先が好調であり、売上は増加しました。 

化成製品事業の売上高は、２４，１１７百万円と前年同期比２，０３９百万円の増収となりました。営業利
益は、高付加価値製品の拡販、コストダウンなどにより２，２７１百万円となり、前年同期比７１９百万円

の増益となりました。 

 

③火薬・加工品事業 
 

産業用爆薬類は、公共事業投資の減少による土木工事関連業界全般の大幅な需要減少とともに、競争の激

化により、売上は減少しました。ロケット関連製品は、衛星用火工品の受注増加もあり、また、無煙火薬は、

下半期から上半期への前倒し受注ができたため、売上は増加しました。自動車用安全部品は、海外需要の減
少により、売上は減少しました。 

 火薬・加工品事業の売上高は、１５，５４８百万円と前年同期比３６７百万円の増収となりました。営業

利益は、４１５百万円となり、前年同期比４６百万円の増益となりました。 

 
④その他の事業 

 

不動産事業につきましては、当社グループ不動産事業の経営効率向上を目的に、平成１５年１０月に日本

化学塗料株式会社の不動産部門をニチユエステート株式会社に吸収分割いたしました。不動産事業の売上は、
ほぼ前年並みでありましたが、運送事業における運賃、構内荷役料の価格低下などにより、その他の事業の

売上高は、８２６百万円と前年同期比１４２百万円の減収となりました。営業利益は△２２百万円と、前年

同期比１５８百万円の減益となりました。 
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（２）通期の見通し 

                                        （単位：百万円，％） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

平成１６年３月期 １４０，０００ ７，５００ ７，６００ ４，１００ 

平成１５年３月期 １３６，３０９ ７，１５０ ７，０２８ ２，３０８ 

増減率 ２．７ ４．９ ８．１ ７７．６ 

 

景気動向は緩やかな底離れが期待されていますが、浮揚力は弱く、依然として先行き不透明、不安定な要

因が多く、予断を許さない状況にあります。一方、油脂原料の高騰、価格競争の激化、更に一部に需要回復
の兆しはあるものの長引く関連需要業界の低迷など、当社を取り巻く事業環境は依然として厳しい状況が続

くものと予想されます。 

日本油脂グループは、このような厳しい事業環境の中で２１世紀での存在感ある企業を目指して、現在グ

ループを挙げて中期経営計画を推進中であります。基幹事業については、グループ関係会社を含めた事業の
整理統合・再編、高付加価値化製品の拡販、コストダウンのあくなき追求、販売体制の強化など収益基盤の

強化を進めます。新規開発事業については、市場開発・研究開発体制の強化、生産設備の新設など経営資源

を先行投入し、早急に基幹事業に育成してまいります。さらに、社員全員の意欲向上と活性化を目的に、従

来以上に成果・役割・貢献度を重視する「新人事給与制度」の活用を図ります。また、前期に引き続き経理
業務の効率化、インターネット受注システムの拡張など経営効率の向上にも努めてまいります。 

各事業の通期の見通しは、次のとおりであります。 

 

１）油脂製品事業 
脂肪酸、脂肪酸誘導体は既存需要分野での競合の激化が予想されますが、差別化製品の拡販実施などで売

上は順調に推移すると予想しております。 

食品業界は、引き続き価格競争が激化しておりますが、食用加工油脂、健康関連食品とも、差別化素材の

拡販や新製品投入などにより順調な売上を見込んでおります。 
当事業の通期の売上高は前期を上回る見込みでありますが、営業利益はほぼ前期並となる見込みでありま

す。 

 

２）化成製品事業 
有機過酸化物は、需要業界の回復により、また、機能性ポリマー製品は自動車関連、ＩＴ関連の好調に支

えられ、いずれも売上は順調に推移する見込であります。急速に市場を拡大している反射防止フィルム、開

発アイテムが多様化してきた生体適合性素材（ＭＰＣ）等新規開発分野は、新製品の投入、新規市場の開拓

など拡販施策を展開し一段の売上増加を見込んでおります。 
また、ＤＤＳ事業、電材事業については、製品開発と市場開拓を積極的に展開し拡販に努めます。 

当事業の通期の売上高、営業利益は、前期と比較して増収、増益の見込みであります。 

 

３）火薬・加工品事業 
産業用爆薬類は、公共事業投資の減少による土木工事関連業界全般の需要減少と競争の激化により、無煙

火薬は、環境が厳しく、ロケット推進薬は、需要が縮小し、厳しい状況が予想されます。 

自動車用安全部品については、海外販売量の減少により厳しい状況が見込まれます。 

当事業の通期の売上高、営業利益は、ともに前期を若干下回る見込みであります。 
 

４）その他の事業 

不動産事業及び運送事業については前期並に推移する見込みであります。 

 
各事業の見通しは以上のとおりであり、売上高は１，４００億円、経常利益７６億円、当期純利益４１億

円を予想しております。 

また、当社の当期の配当金は、前期と同額の１株当たり年間６円（中間配当金１株当たり３円）とさせて

いただく予定であります。 
以上 
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４．中間連結財務諸表等 
 

（１）中間連結貸借対照表（借方） 

                                          （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 

 

平成 15 年 9月 30 日現在 

前中間連結会計期間末 

 

平成 14 年 9月 30 日現在 

前連結会計年度 

要約連結貸借対照表 

平成 15 年 3月 31 日現在 

期   別 

 

 

 科   目 金   額 
構成

比 
金   額 

構成

比 
金   額 

構成

比 

流 動 資 産  ％  ％  ％ 

  現金及び預金 １１,１５６   １１,５３１  １５,７００  

  受取手形及び売掛金 ３２,２９８   ３０,７７９  ３２,８５１  

  たな卸資産 ２１,７１２   ２１,８１２  １９,２３２  

  繰延税金資産 ２,１３１    １,８０６  １,９０９  

  そ の 他 ４,８１０    ４,９３４  ４,６４９  

  貸倒引当金 △   １８２  △   ２２５  △   １９１  

流 動 資 産 合 計 ７１,９２６ 39.2  ７０,６３９ 40.0 ７４,１５０ 41.7 

固 定 資 産       

 有形固定資産       

  建物及び構築物 ２０,９０７   ２２,３２３  ２２,１０３  

  機械装置及び運搬具 １１,６７７   １２,５６９  １２,３４４  

  土   地 ２０,６１８   ２１,１１７  ２１,０９９  

  建設仮勘定 ７,３１９    １,９０７  ３,４４８  

  そ の 他 １,８１３    １,９９１  １,９０４  

 有形固定資産合計 ６２,３３６ 34.0  ５９,９１０ 34.0 ６０,９０１ 34.2 

 無形固定資産 １,３０１ 0.7   １,５４９ 0.9 １,５６３ 0.9 

 投資その他の資産       

  投資有価証券 ３７,１８１   ３３,６８４  ３０,２６９  

  長期貸付金 ２,５９０    ３,４１０  ３,０１８  

  前払年金費用 ２,７７９  １,４８２  ２,５２３  

  繰延税金資産 ３,１２９    ３,０８７  ３,１２６  

  そ の 他 ２,１７５    ２,７７８  ２,３２５  

  貸倒引当金 △    ５１  △   １４２  △    ４５  

 投資その他の資産合計 ４７,８０５ 26.1  ４４,３０１ 25.1 ４１,２１７ 23.2 

固 定 資 産 合 計 １１１,４４３ 60.8 １０５,７６０ 60.0 １０３,６８２ 58.3 

繰 延 資 産 － -    ８ 0.0 － - 

資 産 合  計 １８３,３７０ 100.0 １７６,４０８ 100.0 １７７,８３３ 100.0 
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 中間連結貸借対照表（貸方） 
                                          ( 単位 : 百万円 ) 

当中間連結会計期間末 
 

平成 15 年 9月 30 日現在 

前中間連結会計期間末 
 

平成 14 年 9月 30 日現在 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 

平成 15 年 3月 31 日現在 

期   別 

 

 科   目 金   額 
構成

比 
金   額 

構成

比 
金   額 

構成

比 

流 動 負 債  ％  ％  ％ 

  支払手形及び買掛金 ２２,５４４   ２１,５０５  ２２,８４９  

  短期借入金 １９,２５６   １９,７８１  １９,４５１  

  １年内返済予定 

   長期借入金 
４,０３２   ２,２８１  ２,５１４  

  １年内償還予定社債 ９,０００  －  －  

  未払費用 ４,１３２    ３,８３７  ３,７４３  

  未払法人税等 １,５２６  １,１３４  ８８１  

  未払消費税等 ２５１     ３７７  ６３６  

  預 り 金 ２,６３２    ２,７７３  ２,７７３  

  賞与引当金 ２,４０６  ２,４９０  ２,５０５  

  そ の 他 ６,８３４    ３,７４３  ６,２６８  

  流 動 負 債 合 計 ７２,６１７ 39.6  ５７,９２５ 32.8 ６１,６２４ 34.7 

固 定 負 債       

  社  債 －   ９,０００  ９,０００  

  転換社債 ７,９９９   ７,９９９  ７,９９９  

  長期借入金 １７,２０８   ２１,６２１  ２０,５９３  

  繰延税金負債 ７,７２１    ５,２４５  ４,９１９  

  退職給付引当金 ４,９４１    ４,７６０  ４,８６２  

  役員退職引当金 ６８９      ７３７  ６１５  

  そ の 他 ８９４      ７８６  １,０９０  

  固定負債合計 ３９,４５４ 21.5  ５０,１４９ 28.5 ４９,０８０ 27.6 

負 債 合 計 １１２,０７２ 61.1 １０８,０７５ 61.3 １１０,７０５ 62.3 

少 数 株 主 持 分       

  少数株主持分 ３,２３９ 1.8   ３,２６２ 1.8 ３,２２０ 1.8 

資   本   金 １５,９９４ 8.7  １５,９９４ 9.1 １５,９９４ 9.0 

資 本 剰 余 金 １３,３７４ 7.3  １３,３７２ 7.6 １３,３７２ 7.5 

利 益 剰 余 金 ３４,４７０ 18.8 ３４,２８６ 19.4 ３３,２２４ 18.7 

その他有価証券評価差額金 ６,６９３ 3.7 ３,４４５ 1.9 ２,７０８ 1.5 

為替換算調整勘定 △    ８８６ △0.5 △    ７４１ △0.4 △    ７４４ △0.4 

自 己 株 式 △  １,５８６ △0.9 △  １,２８７ △0.7 △    ６４７ △0.4 

資 本 合 計 ６８,０５８ 37.1  ６５,０７０ 36.9 ６３,９０７ 35.9 

負債､少数株主持分及び資本合計 １８３,３７０ 100.0 １７６,４０８ 100.0 １７７,８３３ 100.0 
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（２）中間連結損益計算書 
 

                                          （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 

自 平成 15 年 4月 1 日 

至 平成 15 年 9月 30 日 

前中間連結会計期間 

自 平成 14 年 4月 1 日 

至 平成 14 年 9月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 14 年 4月 1 日 

至 平成 15 年 3月 31 日 

       期   別 

 

 

科   目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

  ％  ％  ％ 

 売  上  高 ６６,７６４ 100.0 ６３,８８１ 100.0 １３６,３０９ 100.0 

 売 上 原 価 ４９,１０６ 73.6 ４６,５６８ 72.9 １００,３１６ 73.6 

  売 上 総 利 益 １７,６５７ 26.4 １７,３１２ 27.1 ３５,９９３ 26.4 

 販売費及び一般管理費 １４,３１８ 21.4 １４,３８０ 22.5 ２８,８４２ 21.1 

  営 業 利 益 ３,３３９ 5.0 ２,９３２ 4.6 ７,１５０ 5.3 

  営 業 外 収 益       

  受取利息 ９３  ６４  １２２  

  受取配当金 ２１５  ２２５  ２９３  

  持分法 による投資利益 ２０１  ２０７  ３５１  

  そ の 他 ３５２  ３６５  ７５１  

   小    計 ８６２ 1.3 ８６３ 1.4 １,５１８ 1.1 

  営 業 外 費 用       

  支払利息 ３４８  ３７７  ７６３  

  そ の 他 ４３１  ５６１  ８７５  

   小    計 ７７９ 1.2 ９３８ 1.5 １,６３９ 1.2 

  経 常 利 益 ３,４２２ 5.1 ２,８５６ 4.5 ７,０２８ 5.2 

  特 別 利 益       

  固定資産売却益 ２７７  １１６  １６９  

  投資有価証券売却益 ４６  ３８５  １,７４４  

  営業権譲渡益 －  ８１６  ７７２  

  そ の 他 ２０  ４４  ６１  

   小    計 ３４４ 0.5 １,３６３ 2.1 ２,７４８ 2.0 

  特 別 損 失       

  投資有価証券評価損 ６８  ５３８  ４,３８９  

  投資有価証券売却損 ７  －  ４１  

  為替差損 －  １０３  １０３  

  製品補償費用 －  １９０  ２０１  

  そ の 他 １６６  ２４４  ５８７  

   小    計 ２４２ 0.3 １,０７６ 1.7 ５,３２３ 3.9 

税金等調整前中間(当期)純利益 ３,５２４ 5.3 ３,１４３ 4.9 ４,４５４ 3.3 

法人税､住民税及び事業税 １,７３４ 2.6 １,３５７ 2.1 １,８９７ 1.4 

法 人 税 等 調 整 額 △ ２０２ △0.3 ８４ 0.1 １０８ 0.1 

少 数 株 主 利 益 ６７ 0.1 △  １１ 0.0 １３９ 0.1 

中 間 (当 期) 純 利 益 １,９２５ 2.9 １,７１２ 2.7 ２,３０８ 1.7 
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（３）中間連結剰余金計算書 
 

                                          （単位：百万円） 

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

自平成15 年4 月 1日 自平成14 年4 月 1日 自平成14 年4 月 1日 

至平成15 年9 月30 日 至平成14 年9 月30 日 至平成15 年3 月31 日 

期   別 

 

科   目 

金   額 金   額 金   額 

（資本剰余金の部）    

Ⅰ.資本剰余金期首残高 １３,３７２ １３,３７２ １３,３７２ 

Ⅱ.資本剰余金増加高 １ － ０ 

  １.自己株式処分差益 １ － ０ 

Ⅲ.資本剰余金中間期末(期末)残高 １３,３７４ １３,３７２ １３,３７２ 

（利益剰余金の部）    

Ⅰ.利益剰余金期首残高 ３３,２２４ ３３,１６２ ３３,１６２ 

Ⅱ.利益剰余金増加高 １,９２５ １,８１９ ２,４１５ 

  １.中間(当期)純利益 １,９２５ １,７１２ ２,３０８ 

  ２.連結子会社における 
     合併に伴う増加高 

－ ８４ ８４ 

  ３.連結子会社の減少に伴う増加高 － ２２ ２２ 

Ⅲ.利益剰余金減少高 ６７９ ６９４ ２,３５３ 

  １.配当金 ６０８ ６２１ １,２３４ 

  ２.役員賞与 ７１ ６７ ６７ 

  ３.自己株式消却額 － － １,０４５ 

  ４.持分法適用関連会社に 
    おける合併に伴う減少高 

－ ５ ５ 

Ⅳ.利益剰余金中間期末(期末)残高 ３４,４７０ ３４,２８６ ３３,２２４ 

 



（４）連結キャッシュ・フロー計算書
( 単位：百万円 )

期　別　 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成１５年４月　１日自 平成１４年４月　１日自 平成１４年４月　１日
至 平成１５年９月３０日至 平成１４年９月３０日至 平成１５年３月３１日

　科　目 金　　額 金　　額 金　　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    

税金等調整前当期純利益 ３,５２４ ３,１４３ ４,４５４ 

減価償却費 ２,３８３ ２,６００ ５,３００ 

連結調整勘定償却額 １１０ １２８ ２２９ 

退職給付引当金の増減額 　　 △ １７７ 　　 △ ４１５ 　　 △ １,３５４ 

受取利息及び受取配当金 　　 △ ３０８ 　　 △ ２９０ 　　 △ ４１６ 

支払利息 ３４８ ３７７ ７６３ 

持分法による投資損益 　　 △ ２０１ 　　 △ ２０７ 　　 △ ３５１ 

固定資産売却益 　　 △ ２７７ 　　 △ １１６ 　　 △ １６９ 

投資有価証券評価損 ６８ ５３８ ４,３８９ 

投資有価証券売却損益 　　 △ ３９ 　　 △ ３８５ 　　 △ １,７０３ 

営業権譲渡益 ― 　　 △ ８１６ 　　 △ ７７２ 

売上債権の増減額 ５９０ ９７１ 　　 △ １,３３１ 

たな卸資産の増減額 　　 △ ２,４５０ 　　 △ ２,３６３ ３０３ 

仕入債務の増減額 　　 △ ３５１ ５５８ １,９８９ 

その他営業資産の増減 　　 △ ５１４ １ ２１３ 

未払消費税等の増減 　　 △ ３８４ 　　 △ １２２ １３６ 

その他営業負債の増減 　　 △ ４３ ２４１ ９９８ 

その他 ５１ ２８ ２８２ 

　　小計小計 ２,３２７ ３,８７０ １２,９６４ 

利息及び配当金の受取額 ３１５ ３０３ ４３０ 

利息の支払額 　　 △ ３４７ 　　 △ ３５５ 　　 △ ７３２ 

法人税等の支払額 　　 △ １,０８８ 　　 △ １,１２７ 　　 △ １,９１５ 

営業活動によるキャッシュ・フロー １,２０６ ２,６９１ １０,７４６ 

   

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    

有価証券の取得による支出 　　 △ ３０ ― 　　 △ ３０ 

有価証券の売却及び償還による収入 １３０ ３８８ ５８８ 

投資有価証券の取得による支出 　　 △ ９８ 　　 △ ２７２ 　　 △ ３,１９６ 

投資有価証券の売却による収入 １４７ ７５９ ３,５６１ 

有形・無形固定資産の取得による支出 　　 △ ３,９２７ 　　 △ ３,６８２ 　　 △ ５,８４８ 

有形・無形固定資産の売却による収入 １,０７６ ３２０ ３８９ 

短期貸付金の純増減額 ５９９ 　　 △ １ 　　 △ ３２ 

長期貸付による支出 　　 △ １ 　　 △ ５８ 　　 △ ９１ 

長期貸付金の回収による収入 ４０ ４４ ８０ 

営業譲渡による収入 ― １,５４８ １,５４８ 

その他資産増減額 　　 △ ９０ １５１ ４７９ 

投資活動によるキャッシュ・フロー 　　 △ ２,１５４ 　　 △ ８０３ 　　 △ ２,５５１ 

   

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    

短期借入金の純増減額 　　 △ １６０ ２,４２８ ２,１６９ 

長期借入による収入 ― ３,１４０ ３,２０９ 

長期借入金の返済による支出 　　 △ １,８８５ 　　 △ ８２４ 　　 △ １,６９８ 

社債償還による支出 ― 　　 △ ７,６４６ 　　 △ ７,６４６ 

自己株式売却による収入及び取得による支出 　　 △ ９３６ 　　 △ ９０７ 　　 △ １,３４１ 

配当金の支払額 　　 △ ６０５ 　　 △ ６２１ 　　 △ １,２３４ 

少数株主への配当金の支払額 　　 △ ４５ 　　 △ ４６ 　　 △ ４６ 

財務活動によるキャッシュ・フロー 　　 △ ３,６３３ 　　 △ ４,４７７ 　　 △ ６,５８７ 

   

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ４７ 　　 △ １２６ 　　 △ １０４ 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 　　 △ ４,５３５ 　　 △ ２,７１５ １,５０２ 

Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 １５,２３９ １３,７２５ １３,７２５ 

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 ― ６１ ６１ 

Ⅷ 連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 ― 　　 △ ５０ 　　 △ ５０ 

Ⅸ 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 １０,７０４ １１,０２２ １５,２３９ 

   

－ 13 －
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  中間連結財務諸表作成の基本となる事項  
 
１．連結の範囲 
   (１)連結子会社  ･･ ２６社 

   (２)非連結子会社 ･･ １１社（小規模子会社で重要性がありません。） 
 
２．持分法の適用 
   持分法適用会社  ･･  ５社 

    （持分法適用外の非連結子会社１１社及び関連会社２０社はそれぞれ中間連結純損益及び連結利益剰 
     余金に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がありません。) 
 
３．連結子会社の中間決算日等 
    連結子会社のうち、(株)日本ダクロシャムロック、メタルコーティングスインターナショナルInc、 
   ユー・エス・ペイントコーポレーション、ＰＴ.エヌ・オー・エフ・マス・ケミカル・インダストリー 
   ズ、ミシガン・メタル・コーティングスＣｏ.、ジョージア・メタル・コーティングスＣｏ.、ダクラール 
   Ｓ.Ａ.、メタルコーティングスブラジルIND.E.COM.LTDA、ダクラール・マニュファクチャリング及び 
   エヌ・オー・エフ・ヨーロッパ（ベルギー）ＮＶの中間決算日は６月３０日であり､中間連結決算日との 
   差は３ヶ月以内であるため、当該連結子会社の中間連結会計期間に係る中間財務諸表を基礎として連結を 
   行っております。 
   前記以外の連結子会社の中間決算日は、いずれも中間連結決算日の９月３０日であります。 
 
４．会計処理基準 
   (１)たな卸資産  主として移動平均法による原価法 
   (２)有価証券   満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 
            その他有価証券 
              時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法 
                      （評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主と 
                       して移動平均法により算定） 
              時価のないもの…主として移動平均法による原価法 
   (３)重要な減価償却資産の減価償却の方法 
      有形固定資産  建物（建物附属設備を除く）については、主として定額法によっております。 
              建物以外については、主として定率法によっております。 
      無形固定資産  定額法によっております。 
              なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年） 
              づく定額法によっております。 

   (４)貸倒引当金    貸倒れによる損失に備えるため一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸 
              念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を 

              計上しております。 
   (５)賞与引当金    当社及び主要な連結子会社は従業員の賞与の支払に備えて、賞与支給見込額の 
              当中間連結会計期間負担額を計上しております。 
   (６)退職給付引当金  当社及び主要な連結子会社は従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度 
              末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中間連結会計期末 
              において発生していると認められる額を計上しております。 
              過去勤務債務については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定 
              の年数（１０年）による定額法により費用処理することとしております。数理 
              計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定 
              の年数（１０年）による定額法により翌連結会計年度から費用処理することと 
              しております。 
   (７)役員退職引当金  親会社及び連結子会社のうち日油商事(株)、日油技研工業(株)、油化産業(株)、 
              昭和金属工業(株)、日邦工業(株)、(株)タセト、日武産業(株)、(株)ジャペッ 
              クス及び日油サービス(株)は、役員等の退職慰労金の支出に備えるため、内規 
              に基づく中間期末要支給額を計上しております。 
   (８)重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
              外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算 
              差額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債、収 
              益及び費用は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は少 
              数株主持分及び資本の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 
   (９)重要なリ－ス取引の処理方法 
              リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・ 
              リース取引については、主として通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処 
              理によっております。 
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   (10)重要なヘッジ会計の方法 
      ヘッジ会計の方法  

        繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務 

        等については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金利スワップについては、 
        特例処理の要件を満たしている場合は特例処理を採用しております。 

      ヘッジ手段とヘッジ対象 

        ヘッジ手段－為替予約取引及び金利スワップ取引 
        ヘッジ対象－為替予約   … 外貨建営業取引 

              金利スワップ … 借入金の金利 
   (11)消費税等の会計処理  税抜方式によっております。 

   (12)法人税、住民税及び事業税の算定方法 
      当中間連結会計期間に係る法人税、住民税及び事業税は、当連結会計年度において予定している 
      利益処分による固定資産圧縮積立金及び特別償却準備金の積立及び取崩しを前提として当中間 
      連結会計期間に係る金額を計算しております。 
 
５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
    中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時 
   引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない 
   取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 

 
 

注記事項 

 

  （中間連結貸借対照表関係） 
 

   １．有形固定資産の減価償却累計額 

                 当中間連結会計期間   前中間連結会計期間    前連結会計年度 
                １０５,９９０百万円   １０２,９８３百万円  １０４,９０５百万円 

 

   ２．担保資産及び担保付債務 
                 当中間連結会計期間   前中間連結会計期間    前連結会計年度 

     担保に供している資産の額 

      投資 有価証券       ５５５百万円       ７５０百万円      ２７３百万円 
      土     地    １０,０２４百万円     ８,３１３百万円    ８,３１６百万円 

      建  物  等    １６,２４８百万円    １７,４７８百万円   １７,１８１百万円 

         計       ２６,８２８百万円    ２６,５４３百万円   ２５,７７０百万円 
     担保付債務 

      長 期 借 入 金     １,８２２百万円     ２,３１８百万円    ２,１０４百万円 

      短 期 借 入 金         －百万円      １００百万円      １００百万円 
         計        １,８２２百万円     ２,４１８百万円    ２,２０４百万円 

 

   ３．保証債務 
      連結会社以外の金融機関等からの借入れに対し、債務保証を行っております。 

                 当中間連結会計期間   前中間連結会計期間    前連結会計年度 

     ＰＴ.ｼﾅﾙｵﾚｵ･ｹﾐｶﾙ･ 
          ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ     ２５９百万円      ８２０百万円      ５４１百万円 

     尼崎ﾕｰﾃｨﾘﾃｨｻｰﾋﾞｽ(株)     ６９５百万円      ７７７百万円      ７３６百万円 

     (株)オートリブニチユ     ４２４百万円      ４０８百万円      ４２４百万円 
      ニッサンミロク(株)     １００百万円      １００百万円      １００百万円 

      従  業  員        ２９百万円       ４１百万円       ３７百万円 

         計        １,５０８百万円     ２,１４７百万円    １,８３９百万円 
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  （中間連結損益計算書関係） 

 
   １．販売費及び一般管理費のうち主要な項目及び金額 

                 当中間連結会計期間   前中間連結会計期間    前連結会計年度 

      販売手数料         ２４５百万円      ３９６百万円      ７７２百万円 
      発送配達費       ２,５３６百万円     ２,２８２百万円    ４,７５４百万円 

      給料手当及び賞与    ４,４１７百万円     ４,４２８百万円    ９,０２３百万円 

      研究開発費       ２,２６６百万円     ２,１１０百万円    ４,４０１百万円 
 

   ２．一般管理費及び当期総製造費用に含まれる研究開発費 

                 当中間連結会計期間   前中間連結会計期間    前連結会計年度 
                  ２,８９７百万円     ２,７２１百万円    ５,７１１百万円 

 

   ３．固定資産売却益の内容 
                 当中間連結会計期間   前中間連結会計期間    前連結会計年度 

      土 地            ９６百万円       １１６百万円      １３６百万円 

      その他（工具器具備品他）  １８０百万円        －百万円       ３２百万円 
           計        ２７７百万円       １１６百万円      １６９百万円 

 

 
  （中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

   １．現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

                 当中間連結会計期間   前中間連結会計期間    前連結会計年度 
     現金及び預金勘定    １１,１５６百万円    １１,５３１百万円   １５,７００百万円 

     預入期間が３ヶ月を 

        超える定期預金  △  ４５７百万円    △  ５１４百万円   △  ４６５百万円 
     償還期間が３ヶ月以内 

      の短期投資(有価証券)      ５百万円         ５百万円        ５百万円 

     現金及び現金同等物   １０,７０４百万円    １１,０２２百万円   １５,２３９百万円 
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① セグメント情報 
 

（１）事業の種類別セグメント情報 
 

 当 中 間 連 結 会 計 期 間 

自 平成１５年４月１日  至 平成１５年９月３０日 

 

油脂製品 
事 業 

化成製品 
事 業 

火薬・ 
加工品 
事 業 

その他 
の事業 計 

消 去 
又は 
全 社 

連 結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
  売 上 高        

 (1)外部顧客に対する売上高 26,270 24,117 15,548 826 66,764 － 66,764 

 (2)セグメント間の内部 
    売上高又は振替高 

189 630 123 1,615 2,558 (2,558) － 

計 26,459 24,748 15,672  2,442 69,322 (2,558) 66,764 

  営 業 費 用 25,787 22,476 15,257 2,465 65,986 (2,561) 63,424 

  営 業 利 益 671 2,271 415 △ 22 3,336 3 3,339 

 

 前 中 間 連 結 会 計 期 間 

自 平成１４年４月１日  至 平成１４年９月３０日 

 

油脂製品 
事 業 

化成製品 
事 業 

火薬・ 
加工品 
事 業 

その他 
の事業 計 

消 去 
又は 
全 社 

連 結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
  売 上 高        

 (1)外部顧客に対する売上高 25,651 22,078 15,181 969 63,881 － 63,881 

 (2)セグメント間の内部 
    売上高又は振替高 

195 329 61 1,576 2,162 (2,162) － 

計 25,847 22,407 15,242  2,546 66,044 (2,162) 63,881 

  営 業 費 用 24,982 20,854 14,873 2,410 63,121 (2,172) 60,949 

  営 業 利 益 865   1,552 368 135 2,922 9 2,932 

 

 前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日 

 

油脂製品 
事 業 

化成製品 
事 業 

火薬・ 
加工品 
事 業 

その他 
の事業 計 

消 去 
又は 
全 社 

連 結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
  売 上 高        

 (1)外部顧客に対する売上高 52,037 44,935 37,555 1,781 136,309 － 136,309 
 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
376 1,152 234 3,181 4,945 (4,945) － 

計 52,414 46,087 37,789 4,963 141,254 (4,945) 136,309 

  営 業 費 用 50,598 42,650 36,068 4,804 134,122 (4,962) 129,159 

  営 業 利 益 1,816 3,437 1,721 158 7,132 17 7,150 

(注)１．事業区分の方法 

    事業区分は、製品の種類・性質及び販売市場等の類似性に応じて、油脂製品事業、化成製品事業、火薬・ 
    加工品事業、その他の事業にセグメンテーションしております。 

  ２．各事業区分の主要製品等 

   (1)油脂製品事業   ………脂肪酸、脂肪酸誘導体、界面活性剤、食用加工油脂、健康関連食品 
   (2)化成製品事業   ………有機過酸化物、ポリブテン、エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド誘 

                導体、機能性ポリマー、特殊防錆剤 

   (3)火薬・加工品事業 ………産業用爆薬、無煙火薬、推進薬、火工品、金属加工品、自動車用安全部品 
   (4)その他の事業   ………塗料、運送、不動産販売及び管理業務 

  ３．当中間連結会計期間、前中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社 

    の項目含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
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（２）所在地別セグメント情報 
 

 当 中 間 連 結 会 計 期 間 
自 平成１５年４月１日  至 平成１５年９月３０日 

 
日 本 その他 計 

消去又は 

全  社 
連 結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
  売 上 高      

 (1)外部顧客に対する売上高  59,631 7,133  66,764 － 66,764 
 (2)セグメント間の内部 

    売上高又は振替高 
703 73 776 (776) － 

計 60,334 7,206 67,540 (776) 66,764 

  営 業 費 用  57,772 6,433 64,206 (781) 63,424 

  営 業 利 益 2,561 772 3,334 5 3,339 

 

 前 中 間 連 結 会 計 期 間 
自 平成１４年４月１日  至 平成１４年９月３０日 

 
日 本 その他 計 

消去又は 
全  社 

連 結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
  売 上 高      

 (1)外部顧客に対する売上高  56,932 6,948  63,881 － 63,881 

 (2)セグメント間の内部 
    売上高又は振替高 

328  39 368 (368) － 

計  57,261 6,988  64,250 (368) 63,881 

  営 業 費 用  55,033 6,283 61,317 (368) 60,949 

  営 業 利 益 2,227 704 2,932 0 2,932 

 

 前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日 

 
日 本 その他 計 

消去又は 
全  社 

連  結 

Ⅰ.売上高及び営業損益 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 
  売 上 高      

 (1)外部顧客に対する売上高 122,833 13,475 136,309 － 136,309 

 (2)セグメント間の内部 
    売上高又は振替高 

850 97 948 (948) － 

計 123,684 13,573 137,257 (948) 136,309 

  営 業 費 用 117,761 12,350 130,111 (952) 129,159 

  営 業 利 益 5,922 1,223 7,146 3 7,150 

 

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 
      その他……北米（米国）、欧州（ベルギー、フランス）、アジア（インドネシア） 

   ３．営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額はありません。 
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（３）海外売上高 
 

 当 中 間 連 結 会 計 期 間 
自 平成１５年４月１日  至 平成１５年９月３０日 

  そ の 他  計 

      百万円  百万円 
Ⅰ 海 外 売 上 高  12,019  12,019 

Ⅱ 連 結 売 上 高    66,764 

Ⅲ 連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 
 
    ％ 

１８.０ 

 ％ 

１８.０ 

 

 前 中 間 連 結 会 計 期 間 
自 平成１４年４月１日  至 平成１４年９月３０日 

  そ の 他  計 

      百万円  百万円 
Ⅰ 海 外 売 上 高  11,436  11,436 

Ⅱ 連 結 売 上 高    63,881 

Ⅲ 連結売上高に占める 

 海外売上高の割合 
 
    ％ 

１７.９ 

 ％ 

１７.９ 

 

 前 連 結 会 計 年 度 

自 平成１４年４月１日  至 平成１５年３月３１日 

  そ の 他  計 

      百万円  百万円 
Ⅰ 海 外 売 上 高  23,607  23,607 

Ⅱ 連 結 売 上 高    136,309 

Ⅲ 連結売上高に占める 
 海外売上高の割合 

     ％ 
１７．３ 

 ％ 
１７．３ 

 
（注）１．国又は地域の区分の方法 

     国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   ２．各区分に属する主な国又は地域 
       その他……北米（米国、カナダ）、アジア（韓国、台湾等）、欧州（ベルギー、フランス等） 

   ３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

 
 

② リース取引関係 
 
 １．リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
 
                 当中間連結会計期間   前中間連結会計期間    前連結会計年度 
                  工具器具備品等     工具器具備品等     工具器具備品等 
   (１)取得価額相当額      ２,１７１百万円     １,９５８百万円     １,７４２百万円 
     減価償却累計額相当額   １,００８百万円     １,０１８百万円       ９４４百万円 
     期末残高相当額      １,１６２百万円       ９４０百万円       ７９７百万円 
   (２)未経過リース料期末残高相当額 
      １年以内          ４２８百万円      ３５９百万円      ３２０百万円 
      １ 年 超          ７３３百万円      ５８１百万円      ４７６百万円 
      合  計        １,１６２百万円       ９４０百万円       ７９７百万円 
   (３)上記注記は、未経過リース料期末残高相当額の有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため 
     支払利子込み法によって算定しております。 

   (４)支払リース料（減価償却費相当額） 

                 当中間連結会計期間   前中間連結会計期間    前連結会計年度 
                    ２３７百万円      ２２０百万円      ４０４百万円 

   (５)減価償却費相当額の算定方法は、定額法によっております。 
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 ２．オペレーティング・リース取引 
                 当中間連結会計期間   前中間連結会計期間    前連結会計年度 
    未経過リース料 
       １年以内          ６１百万円       ７６百万円       ６９百万円 
       １ 年 超          ２１百万円       ７４百万円       ４４百万円 

       合  計          ８３百万円      １５０百万円      １１３百万円 
 

 

③ 有価証券 
 
  １．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

                                           （単位：百万円） 

種  類 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

 平成１５年９月３０日現在 平成１４年９月３０日現在 平成１５年３月３１日現在 

 中間連結 

貸借対照 

表計上額 

時 価 差 額 
中間連結 

貸借対照 

表計上額 

時 価 差 額 
連  結 

貸借対照 

表計上額 

時 価 差 額 

  社   債 - - - 300 287 △ 12 100 97 △  2 

 

  ２．その他有価証券で時価のあるもの 
                                           （単位：百万円） 

種  類 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

 平成１５年９月３０日現在 平成１４年９月３０日現在 平成１５年３月３１日現在 

 
取得原価 

中間連結 

貸借対照 

表計上額 
差 額 取得原価 

中間連結 

貸借対照 

表計上額 
差 額 取得原価 

連  結 

貸借対照 

表計上額 
差 額 

  株   式 12,594 23,962 11,367 15,961 21,965 6,003 12,628 17,289 4,661 
  債   券 509 515 5 509 478 △ 31 509 502 △  7 

  そ の 他 324 290 △ 33 317 257 △ 59 348 283 △ 64 

  合   計 13,428 24,768 11,339 16,788 22,701 5,913 13,486 18,074 4,588 

 

  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

                                           （単位：百万円） 

種  類 当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度 

 平成１５年９月３０日現在 平成１４年９月３０日現在 平成１５年３月３１日現在 

 中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券    

 非上場株式   ７３１   ７６０   ７５８ 
 優先株式 １,０００     － １,０００ 

 優先出資証券 １,０００ １,０００ １,０００ 

 ﾏﾈｰ･ﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ･ 
    ﾌｧﾝﾄﾞ等 

    ５     ５     ５ 

 

④ デリバティブ取引 
 

   当中間連結会計期間（平成１５年９月３０日現在）、前中間連結会計期間（平成１４年９月３０日現在） 
  及び前連結会計年度（平成１５年３月３１日現在）におけるデリバティブ取引においては、ヘッジ会計を適 

  用しているため、時価等の記述は有りません。 
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５．生産、受注及び販売の状況 
 

 
 （１）生産実績 

                                            （単位：百万円） 

 
 事業の種類別 

  セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
 自 平成15 年 4 月 1 日 

 至 平成15 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 
 自 平成14 年 4 月 1 日 

 至 平成14 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 
 自 平成14 年 4 月 1 日 

 至 平成15 年 3 月 31 日 

 油 脂 製 品 １７,７１８ １７,６６３ ３５,８０１ 

 化 成 製 品 １８,８１４ １７,５７０ ３６,２２５ 

 火 薬・加工品 １２,７２４ １０,９９６ ３０,４１１ 

 そ  の  他 － － － 

  合   計 ４９,２５７ ４６,２２９ １０２,４３９ 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

    ２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
 

 

 （２）受注状況 
   火薬・加工品事業の一部について受注生産を行っており、受注状況は次のとおりであります。 

                                            （単位：百万円） 

 
 事業の種類別 

  セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
 自 平成15 年4 月 1日 

 至 平成15 年9 月30 日 

前中間連結会計期間 
 自 平成14 年4 月 1日 

 至 平成14 年9 月30 日 

前連結会計年度 
 自 平成14 年4 月 1日  

 至 平成15 年3 月31 日 

受  注  高 受  注  高 受  注  高 

３,９３５ ４,７８８ ２０,９１４ 

受 注 残 高 受 注 残 高 受 注 残 高 

 
 
 火薬・加工品 

１２,４１３ １２,８００ １２,２５１ 

 

 
 （３）販売実績 

                                            （単位：百万円） 

 
 事業の種類別 
  セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
 自 平成15 年4 月 1日 

 至 平成15 年9 月30 日 

前中間連結会計期間 
 自 平成14 年4 月 1日 

 至 平成14 年9 月30 日 

前連結会計年度 
 自 平成14 年4 月 1日 

 至 平成15 年3 月31 日 

 油 脂 製 品 ２６,２７０ ２５,６５２ ５２,０３７ 

 化 成 製 品 ２４,１１７ ２２,０７８ ４４,９３５ 

 火 薬・加工品 １５,５４８ １５,１８１ ３７,５５５ 

 そ  の  他 ８２６ ９７０ １,７８１ 

合   計 ６６,７６４ ６３,８８１ １３６,３０９ 

 （注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
 

 


